
                - 1 -

第１１５回淡路市議会定例会提出議案の概要説明書

１ 条例制定   ５件

(１) 改正条例  ５件

議案等番号 件           名 所 管 課

議案第３１号 ○ 淡路市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年淡路市条例

第３６号）及び淡路市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平

成１７年淡路市条例第３５号）の一部を改正する条例制定の件

令和６年８月８日に人事院が行った「公務員人事管理に関する報

告」において、「仕事と生活の両立支援の拡充」が明確化され、育

児時間（部分休業）の取得形態の多様化、仕事と育児の両立支援制

度の利用に関する職員の意向確認等について、国家公務員において、

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律」

（令和６年法律第４２号）の施行の日（令和７年１０月１日）から

遅れることなく実施される。

地方公務員の部分休業については、「地方公務員の育児休業等に

関する法律の一部を改正する法律」（令和７年法律第５号）により

改正され、令和７年１月８日に公布、同年１０月１日から施行する。

本市の職員についても、国家公務員との権衡を失しないよう、部

分休業の見直し及び仕事と育児の両立支援制度の利用に関する職

員の意向確認等について、関係する条例に所要の措置を講じる。

１ 第１条による改正（職員の育児休業等に関する条例の一部改

正）

(１) 部分休業制度について、現行の１日につき２時間を超えな

い範囲内の形態に加え、１年につき条例で定める時間を超えな

い範囲内の形態を新設する。

(２) 部分休業の承認する１年の期間、承認する時間単位、１年

の期間に承認できる時間（１０日に相当する時間）及び部分休

業の申出内容を変更することができる特別の事情について、規

定を整備する。

２ 第２条による改正（職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一

部改正）

  仕事と育児の両立支援制度等に関する意向の確認及びその配

慮について、規定を整備する。

※ 施行期日等 令和７年１０月１日。ただし、一部の規定は公

布の日から施行し、部分休業等に関する事項について、必要な

経過措置を設ける。

総 務 課

議案第３２号 ○ 淡路市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条

例（平成１７年淡路市条例第４６号）の一部を改正する条例制定

の件

市制発足から２０年が経過し、本市は、財政破綻の寸前から飛躍

的な発展を遂げた一方で、令和７年度末に合併特例債の発行期限を

総 務 課
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迎えるなどの第二の財政危機への対応、限られた財源による効率的

かつ効果的な行政運営を行うための事務事業の見直しなど、今後も

引き続き、持続可能な市政運営を行うに当たり、市民住民の理解と

協力が必要不可欠である。

これらのことを踏まえ、特別職の職員のうち市長の給料月額につ

いて、令和１１年５月７日まで（任期の期間）、特例措置として、

５０パーセント減額する。

また、職員の旅費の支給、種類等について、「淡路市職員等の旅

費に関する条例」（平成１７年淡路市条例第５２号）の一部を改正

し、令和７年４月１日から施行していることに伴い、特別職の旅費

の支給に関し、所要の措置を講じる。

職名 改正前 改正後

市長 ８６万円 ４３万円

※ 施行期日 公布の日

議案第３３号 〇 淡路市税条例（平成１７年淡路市条例第９１号）の一部を改正

する条例制定の件

「地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正す

る法律」（令和７年法律第７号）その他関連する政令及び省令が令

和７年３月３１日にそれぞれ公布され、一部の規定は同年４月１日

から施行し、そのほかの規定は令和８年４月１日まで、各項目に応

じ定める日から、それぞれ施行する。

これらの改正に伴い、公示送達のインターネットによる閲覧方法

の追加、市民税の特定親族特別控除の創設、加熱式たばこに係る市

たばこ税の課税標準の見直しをするため、これらの法律等に準じ、

所要の措置を講じる。

１ 公示送達の方法に、インターネットによる閲覧方法を追加

２ 市民税に特定親族を有する場合の特定親族特別控除を創設

３ 加熱式たばこに係る市たばこ税の課税標準の見直し

※ 施行期日等 令和８年１月１日。ただし、次の規定は、当該

規定に定める日から施行する。

(１) 附則第１６条の２の次に１条を加える改正規定及び附則第

４条の規定 令和８年４月１日

(２) 第１８条及び第１８条の３の改正規定並びに附則第２条の

規定 「地方税法等の一部を改正する法律」（令和５年法律第

１号）附則第１条第１２号に掲げる規定の施行の日

   また、公示送達、市民税及び市たばこ税に関し必要な経過措

置を設ける。

税 務 課

議案第３４号 〇 淡路市福祉医療費の助成に関する条例（平成１７年淡路市条例

第１０６号）の一部を改正する条例制定の件

令和６年の老齢基礎年金の満額支給額が、「８０万円」を超える

ことから、自立支援医療制度、後期高齢者医療制度及び介護保険制

度における老齢基礎年金の満額受給者の負担に影響が出ないよう、

福祉総務課
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これらの制度における所得要件や公的年金等の控除額の基準が見直

される。

これに伴い、これらの制度の基準を準用する県の福祉医療費助成

制度における、高齢期移行者の所得要件並びに重度障害者及び母子

家庭等の低所得判定の基準が「８０万９,０００円」に見直される

ことから、福祉医療費の支給に関し所要の措置を講じる。

※ 施行期日 令和７年７月１日からとし、医療に係る医療費の

助成の適用に関し、必要な経過措置を設ける。

議案第４２号 ○ 淡路市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関

する条例（平成１７年淡路市条例第４３号）の一部を改正する条

例制定の件

物価高騰を踏まえ「国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する

法律」（昭和２５年法律第１７９号）に定める選挙事務に従事する

選挙長、投票管理者等の職務のために要する報酬の額の改定が行わ

れる見込みであるため、所要の措置を講じる。

※ 施行期日 公布の日からとし、選挙等の適用について、必要

な経過措置を設ける。

総 務 課

（選挙管理委

員会事務局）

２ 事件決議  ４件

議案等番号 件           名 所管課

議案第３５号 ○ 財産の取得の件（トイレカー）

今後発生が予想される南海トラフ地震などの災害時における快適

なトイレ環境を確保するため、トイレカーを取得する。

１ 取得方法   随意契約

２ 取得金額   ２３,４５４,７６０円

３ 契約の相手方 (株)モンテリオン 代表取締役 佐藤 友
ゆ

香
か

４ 財産の概要

(１) 車  型  ３トントラックタイプ（４ＷＤ・ＡＴ）

(２) 台  数  １台

(３) 装  備  男性用  大便器２基、小便器１基

          女性用  大便器２基

          多機能用 大便器１基、オストメイト便器１

基

５ 履行期限   契約締結日～令和８年３月２０日

危機管理課

議案第３６号 ○ 財産の取得の件（消防ポンプ自動車）

更新計画に基づき、おおむね２０年を経過した車両を対象として

更新を行い、消防力の強化を図る。

１ 取得方法   指名競争入札

２ 取得金額   ２７,６４５,３６９円

３ 契約の相手方 (株)藤井ポンプ製作所

消防防災課
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代表取締役 横田 浩之

４ 財産の概要

(１) 車  名  エルフ（いすゞ自動車（株））

(２) 車  型  貨物自動車

(３) 台  数  １台

(４) 乗車定員  １０人

５ 履行期限   契約締結日～令和８年３月１９日

６ 配備場所   津名地区 津名自動車分団

議案第３７号 ○ 野田尾地区滞在型市民農園（本村）建築工事請負契約締結の

件

野田尾地区（本村）に、滞在型市民農園施設として、新たに６棟

の建築工事を行う。

１ 契約方法 制限付一般競争入札

２ 契約金額   ２００,４７５,０００円

３ 契約の相手方 (株)出雲建設 代表取締役 出雲 津
つ

芳
よし

４ 工事の概要  

(１) 施設概要

  ア 建築面積  滞在型市民農園施設 ６８.７７㎡ ６棟

          農機具倉庫     ４０.１０㎡ １棟

イ 延べ床面積 滞在型市民農園施設 ６５.８８㎡ ６棟

              農機具倉庫     ３７.４２㎡ １棟

  ウ 構  造  木造 平屋建

(２) 工事概要

建築工事、電気設備工事及び機械設備工事の一式

５ 履行期限    契約締結日～令和８年２月２７日

農林水産課

議案第３８号 ○ 財産の取得の件（教育用タブレット端末等）

小学４年生の児童を対象に、老朽化した端末を更新し、小学４年

生の児童を対象に、中学３年生まで使用するタブレット端末（３４

０台）及び小学３年生用タブレット端末（３２０台）並びにタブレ

ット周辺機器（各６６０台分）を取得する。

１ 取得方法    随意契約

２ 取得金額    ３８,８４１,０００円

３ 契約の相手方  日本電通(株)神戸支店

支店長 辻田 康
やす

秀
ひで

４ 財産の概要

(１) タブレット端末

   ｉＰａｄ Ｗｉ－Ｆｉ  ６４ＧＢ    ６６０台

(２) ハードウェアキーボード        ６６０台

(３) 端末管理機能ライセンス        ６６０台

(４) タッチペン              ６６０本

(５) 保護フィルム             ６６０個

５ 履行期限   契約締結日～令和７年８月２９日

学校教育課
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３ 専決承認    ３件

議案等番号 件           名 所管課

承認第 １号 ○ 淡路市税条例（平成１７年淡路市条例第９１号）の一部を改正

する条例制定の専決処分をしたものにつき承認を求める件

「地方税及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する

法律」（令和７年法律第７号）その他関係する政令及び省令が、令和

７年３月３１日に公布され、一部の規定を除いて、同年４月１日か

ら施行することに伴い、この法令改正との整合性を保つ必要が生じ

たことから、所要の措置を講じる。

１ 軽自動車税に関する事項

(１) 令和７年度分の軽自動車税種別割の標準税率区分の見直し

に係る規定の整備

(２) マイナ免許証の運用開始に係る規定の整備

２ 固定資産税に関する事項

(１) わがまち特例について、法律の改正に伴い、引用する法律

の条項の整理

※ この条例の施行日は、令和７年４月１日からとし、軽自動車

税に係る必要な経過措置を設ける。

税 務 課

承認第 ２号 ○ 淡路市国民健康保険税条例（平成１７年淡路市条例第１４５号）

の一部を改正する条例制定の専決処分をしたものにつき承認を求

める件

承認第１号と同様に、この法令改正との整合性を保つ必要が生じ

たことから、所要の措置を講じる。

１ 国民健康保険税の基礎課税額に係る課税限度額を「６５万円」

から「６６万円」に、後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度

額を「２４万円」から「２６万円」に、それぞれ引上げ

２ ５割軽減の所得判定基準について、被保険者数に乗ずる金額を

「２９万５，０００円」から「３０万５，０００円」に、２割軽

減の所得判定基準について、被保険者数に乗ずる金額を「５４万

５，０００円」から「５６万円」に、それぞれ軽減の拡充

※ この条例の施行日は、令和７年４月１日からとし、国民健康

保険税に係る必要な経過措置を設ける。

税 務 課

承認第 ３号 ○ 令和７年度淡路市一般会計補正予算（第１号）の専決処分をし

たものにつき承認を求める件

補正額         １，５５０万円

補正後の予算額  ３９０億４，３５０万円

※ 専決処分日 令和７年５月１４日

財 政 課
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４ 予  算    ３件

(１) 補正予算   ３件

議案等番号 件           名 所管課

議案第３９号 ○ 令和７年度淡路市一般会計補正予算（第２号）

補正額        ５億６，３１０万円余

補正後の予算額  ３９６億  ６６０万円余

繰越明許費         追加２件

地方債補正           追加１件

財 政 課

議案第４０号 ○ 令和７年度淡路市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

（直営診療施設勘定）

補正額          １，０００万円

補正後の予算額    １億４，７７０万円

繰越明許費           追加１件

福祉総務課

議案第４１号 ○ 令和７年度淡路市下水道事業会計補正予算（第１号）

（資本的収支）

収入

  補正額         ４，９４０万円

  補正後の予算額  １８億６，５５０万円余

  地方債補正（企業債）     追加１件

支出

補正額         ５，２１０万円

補正後の予算額 ２６億４，０９０万円

下 水 道 課

５ 同  意    １件

議案等番号 件           名 所管課

同意第 １号 ○ 淡路市教育委員会の委員の任命につき同意を求める件

西川玉士委員の任期満了（令和３年６月１８日から令和７年６月

１７日まで）による後任委員の任命同意

※ 後任委員の任期は、令和７年６月１８日から令和１１年６月

１７日までの４年間

総 務 課

６ 報  告    ３件

議案等番号 件           名 所管課

報告第 ３号 ○ 令和６年度淡路市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告につい

て

財 政 課

報告第 ４号 ○ 令和６年度淡路市下水道事業会計予算繰越計算書の報告につい

て

下 水 道 課

報告第 ５号 ○ 専決処分した事件の報告について（公用車交通事故） 岩屋事務所

市民窓口課


